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<論文内容の要旨>
本論文は、 1960 年代半ばから 21 世紀初頭にかけての南米チリの教育政策と教育制度の変革の歴
史と動向を、教育における国家主義と市場主義の相剤、並びにその調和をモチーフに分析するも
のである。
チリは、国家的規模での教育パウチャーの導入をはじめ、教育の市場化・民営化をめざす新自
由主義的教育政策を世界に先駆けて導入し、それを徹底して推進するという特有な経験を持つ国
である。政策導入は 1980 年という早い時期であり、それはその後国際的潮流となる新自由主義的
教育政策を 15 "-' 20 年先取りするものであった。政策導入の先駆性、包括性、徹底性においてチ
リの経験は比類なきものと言える。 1990 年代にわずかながら軌道修正がなされるが、その基本的
骨格は現在まで継続されている。チリにおいて教育の市場化・民営化は、現在および近未来に向
けての課題ではなく、すでに歴史的経験となっている。新自由主義的教育政策の導入の是非がさ
まざまな議論を呼んでいる中で、この歴史的経験の分析と評価は、国際的に貴重な情報を提供す
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ると共に学術的に意義がある。
分析の中心は、 1980 年代の新自由主義教育政策の導入・実施の過程におかれているが、本論で
はチリ教育の歴史的文脈の中にその政策を位置づけることによって、その特色を浮き彫りにする
手法を試みている。主題を、チリ現代教育政策史の研究として視野と時間幅を拡大し、現代教育
政策史の起点を 1960 年代に設定した理由もそこにある。
本論は、序章以下全九章から構成され、次の検討課題を考察している。
第一章はチリ教育の歴史的背景の分析であり、ここでは 19 世紀初頭の独立以来、この国では「教
育する国家J (Estado docente) という国家像の下に、国家主導により教育の拡充整備を推進する
国家主義的な理念と、カトリック教会を中心とした「教育の自由」理念を支持する潮流が桔抗す
るように底流してきたことを明らかにしている。第二章は新自由主義教育政策の導入に先立つ 1965
年以降、キリスト教民主党フレイ政権、社会主義のアジェンデ政権の下で、国家主導による教育
の整備拡充の理念と政策が頂点、をむかえたことを検証している。
第三章は 1973 年軍事クーデター後の軍政の教育政策を概観すると共に、この国においてシカゴ・
ボーイズと呼ばれる米国シカゴ大学留学組の新自由主義を信奉する経済テクノクラート人材が育
成され、やがて台頭する経緯を明らかにしている。第四章では 1980 年を転機に、強権的な軍政と
シカゴ・ボーイズの連携という特異な体制の下で、一連の新自由主義的教育政策が企画・導入さ
れる過程を明らかにし、第五章で 1990 年までの 10 年間における政策遂行過程と教育制度の変貌
を分析している。
第六章は 1990 年に軍政が終了し、民政復帰の実現に先立つて、チリの教育関係者が行った新自
由主義的教育政策の評価と政策見直し論議を分析している。第七、第八章は 1990 年以降の文民政
権の教育政策を分析するものであり、ここでは、文民政権の政策は、軍政が推進した新自由主義
的教育政策を全面的に否定し廃棄するものではなく、その基本的骨格を継承しながらその軌道修
正を図るものであったことを明らかにする。
全体的考察から以下の結論を得た。① 1980 年代初頭の新自由主義的教育政策は、チリ教育の歴
史に潜在する「教育の自由J I父母の学校選択権」の理念が、伝統的な国家主導型の教育政策理念
を圧倒する形で成立した。それは、それに先立つ社会主義政権時代の教育への国家管理拡大の攻
勢への反動として、教育の自由論が教育の市場化・民営化論という形で表面化した。この時期、
国家の介入や役割は縮小され、自由な教育市場が機能することを保障する補完的なものに限定さ
れた。②チリは、新自由主義的教育政策をいち早く断行したのみならず、その軌道修正において
も注目すべき政策を打ち出した。 1990 年に誕生した文民政権の教育政策は「継続と変革」により、
一連の新自由主義的政策を遂行した結果、チリ教育界の変貌を、もはや逆行不可能なものとした。
その内容は教育の量的拡張や学校運営における効率性向上などの側面で新自由主義的教育政策の
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効果を認めるとともに、その限界を認識し、すべてを市場の統制と調整に委ねるのではなく、「教
育の質向上」や「教育における公正の確保」の側面において、国家が再び積極的に政策介入を行
うことを選択するものであった。
<論文審査の結果の要旨>
1980 年代以降、英米から発信された新自由主義的秩序は全世界を席巻し、教育分野においては
市場主義的教育政策の攻勢による教育格差の拡大を生み出し、変革すべき課題として一般に評価
されている。本研究は、少なくとも我が国ではこれまで知られていなかったことだが、南米チリ
が世界に先駆けて新自由主義的教育改革を実施・継続したことを解明している。チリでは 1980 年
軍事政権下、反対派への妥協はいっさいなく、いわば純粋な形での新自由主義的教育改革(行財
政改革)が断行された訳である。その後、文民政権は前政権の体制を基本的に維持しつつ、それ
に修正を加えているといった経緯から、チリは新自由主義の教育への適用を分析する上で格好の
事例となる。
本研究によって得られた学術上の成果と知見は以下の通りである。
第一に、本論文は 1980 年以降の分析に止まらず、チリの教育の歴史に底流してきた「教育する
国家」と「教育の自由」の対立的理念に着目し、チリの現代教育政策史の包括的文脈において、
重要な政治的経済的潮流である新自由主義の教育に対する国家的適用を扱ったという点で類例の
みられない研究である。しかもこの改革の導入から評価と修正までのプロセスを時系列的に、か
つ初中等教育と高等教育という分野横断的な視野で分析し、教育における国家と市場の役割につ
いて考察している。従って、本研究はチリの現代教育政策に関するこうした包括的な研究成果と
言える。しかも一つの歴史的実験としてチリを対象としながら、普遍的な問題意識に基づいた考
察に貫かれているため、主張は明確であり学術的価値が高く、同時に政策決定者へ有益な示唆を
与えうるものである。
第二に、本論文は、一国の新自由主義的教育改革を導入から修正まで詳細に追究しており、純
粋モテ、ル的な新自由主義改革を実際の教育への適用から修正段階に至るまで分析したことで、こ
れがメリットとデメリットの両方を持つことを示し、単純に新自由主義の負の側面のみを強調す
る議論を超える根拠を提示したことで、新自由主義研究に価値ある成果をもたらしている。即ち
新自由主義は教育機会の拡大と民間資金の投入を可能にしたこと、市場論理だけでは教育の質的
向上につながらず、国家の役割が必要であることを歴史的に確認したことは、実例に基づくだけ
に説得力がある。
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しかし本論文には次の課題も指摘できる。
一つには、教育行財政改革の歴史を追うという課題は詳述されているものの、軍政のチリが抱
いていた国家像や国家運営、並びに文民政権下のそれをもっと明確にすべきであった。つまり反
共産主義というイデオロギーの存在はあっただろうが、それを含めた国家運営の思想や計画が政
権としてどのように構想されていたか、さらにそれと教育がどう関係していたか、また政権交代
でそれがどう変わったのか、という疑問が残る。
二つには、教育の理念や内容、並びに実際の教育運営についてはほとんど言及されていないこ
とである。本論文が教育政策史研究であって教育課程や教授法の研究ではないため、またシカゴ・
ボーイズ、が教育内容に関心がなかったという点もあって致し方のないことかもしれないが、文民
政権が教員の待遇や学力など、教育の質的向上を目指したことからみて、軍政下とそれ以降では、
教育の理念、教育内容や教育課程に関して何らかの違いがあったのではないかと考えられる。こ
うした点についての論究が必要であった。
最後に、「教育の自由」について、チリの歴史に内在していたこの概念と、現代の新自由主義改
革がいうところの「教育の自由」では意味内容に違いがあり、またこれを支持する集団も時代に
よって変化している。それゆえチリの歴史の潮流にあるカトリック教会の教育の自由との関係の
分析が今後の課題となる。
こうした課題を残してはいるものの、本研究がこれまで地域研究としては未開拓であったラテ
ンアメリカのチリに、新自由主義的教育政策の実際の端緒的形態を見出し、それをチリ現代教育
政策史の文脈において丹念に検証したことは、比較教育学に新たな知見を加えており高く評価で
きる。
よって、本論文は博士(教育学)の学位論文として合格と認める。
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